
税）を賦課するために必要な資料を様々な手段を講じて収集し、個人住民税の適
施策目的・

(2)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的 正な賦課を行い、自主財源を確保する。
展開方向

確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと
○住民税の当初賦課事務 ・特別徴収義務者への給与支払報告書総括表の送付、住民税申告・確定申告者への申告書の送付（12月～１
給与支払報告書、年金支払報告書、住民税申告書、確定申告書等の提出を広く促し、収集した課税資料の精 月）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
査、入力、合算、演算、賦課決定を行い、特別徴収税額決定通知書、納税通知書（年金特徴分含む）の発送 当該年度 ・給与支払報告書等の収受、住民税申告・確定申告の受付、税務署での確定申告書の閲覧（１月～３月）　
を行う。　　 執行計画 ・収集した課税資料の精査、入力、合算、演算、賦課決定（１～６月）　　　　　　　　　　　　　　　　

(3)事業内容 内　　容 ○住民税の例月賦課・更正、異動事務 ・特別徴収税額決定・変更通知書、普通徴収分の納税通知書（年金特徴分含む）、課税決定・変更通知書の
国税関係書類の閲覧、本人の修正申告、特別徴収義務者からの異動届、日本年金機構からの再裁定等に伴う 発送、年金特徴取消通知処理（毎月１回）　
年金支払金額の変更などに基づいて住民税の例月賦課・更正、異動事務を行う。 納税義務者数 想定値 66,900当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 67,698

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市民の所得の捕捉に努め、住民税の適正な賦課を行い、自主財源を確保する。 直接 課税客体に対して適性に課税した割合 ％ 100 100

令和 2年度 市民の所得の捕捉に努め、住民税の適正な賦課を行い、自主財源を確保する。 直接 課税客体に対して適性に課税した割合 ％ 100

令和 3年度 市民の所得の捕捉に努め、住民税の適正な賦課を行い、自主財源を確保する。 直接 課税客体に対して適性に課税した割合 ％ 100

法改正に伴い個人住民税の新たな徴収方法である年金特別徴収制度が導入され、さらには生命保険や扶養親族に係る所得控除の
(7)事業実施上の課題と対応 制度改正が続くなど、課税業務全体が大きく変化し益々複雑になっていく現況がある。これに伴い、市民からの問い合わせや苦 代替案検討 ○有 ●無

情等も年々増加し、その対応にも苦慮している。このため、職員一人ひとりの更なる知識向上や窓口対応のスキルアップを図っ

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

事務補佐員賃金、共済費 9,303 事務補佐員賃金、共済費 8,628 6,158 事務補佐員賃金、共済費 8,628 事務補佐員賃金、共済費 8,628
旅費 8 31年度当初課税（4,5月）事務補佐員10 32年度当初課税（4,5月）事務補佐員10 33年度当初課税（4,5月）事務補佐員10
消耗品費、燃料費 571 32年度当初課税（1～3月）事務補佐員10 33年度当初課税（1～3月）事務補佐員10 34年度当初課税（1～3月）事務補佐員10
印刷製本費 2,873 確定申告端末事務補佐員14人 確定申告端末事務補佐員14人 確定申告端末事務補佐員14人
通信運搬費 9,403 給与所得者特別徴収推進に伴う事務補佐 給与所得者特別徴収推進に伴う事務補佐 給与所得者特別徴収推進に伴う事務補佐
委託料 287 旅費 6 3 旅費 6 旅費 6
事務機器賃借料、施設使用料 908 消耗品費 383 372 消耗品費 383 消耗品費 383

実施内容 ＡＳＰサービス利用料 700 印刷製本費 2,669 2,295 印刷製本費 2,669 印刷製本費 2,669
会費及び負担金 2,604 通信運搬費 8,980 7,814 通信運搬費 10,172 通信運搬費 10,172

(8)施行事項
費　　用 嘱託職員報酬、費用弁償、共済費、雇用 2,672 委託料 782 688 委託料、電算委託料 242 委託料、電算委託料 242

事務機器賃借料、施設使用料 1,119 825 事務機器賃借料、施設使用料 1,119 事務機器賃借料、施設使用料 1,119
ＡＳＰサービス利用料 835 813 ＡＳＰサービス利用料 971 ＡＳＰサービス利用料 971
会費及び負担金 2,754 2,754 会費及び負担金 2,754 会費及び負担金 2,754
嘱託職員報酬、費用弁償、共済費、雇用 4,889 4,825 嘱託職員報酬、費用弁償、共済費、雇用 2,654 嘱託職員報酬、費用弁償、共済費、雇用 2,654
賦課事務を行う1号嘱託職員1人 賦課事務を行う2号嘱託職員1人 賦課事務を行う2号嘱託職員1人
及び2号嘱託職員1人

予算(決算)額 合　　計 29,329 合　　計 31,045 26,547 合　　計 29,598 合　　計 29,598
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 29,329 31,045 26,547 29,598 29,598

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 10.5 10.1 10.1 10.5 10.5
正職員人件費 92,400 88,880 88,880 92,400 92,400

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,672 2,673 2,673 2,673 2,673
臨時職員賃金額 9,303 8,651 8,651 8,651 8,651

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 121,729 119,925 115,427 121,998 121,998
(11)単位費用

1.85千円／件 1.79千円／件 1.71
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方税法・我孫子市税条例で規定された事務である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法規、法令に基づいた事業であり、必要性は想定通りとなるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 実施主体が市のため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 該当なし

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な課税に至らなかったものは、速やかに是正し適正な課税を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 99.99 99.99
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 119,925 1,804 115,427 96.25
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

該当なし

1.48

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初課税における臨時職員の採用が、予定採用数を下回

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 ったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.08

％ 10万円 0.09 112.5

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
引き続き、法規、法令に基づく適正な課税を行うよう推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 123 課コード 0204 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・課税課

個別事業 個人住民税賦課 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 12 人 (換算人数 10.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 117,745 千円 (うち人件費 88,880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 119,925 千円 (うち人件費 88,880 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 個人住民税（市民税・県民



財源の確保に努める。
施策目的・

(2)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的
展開方向

確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと
・申告書の発送 ・10月末迄に申告書の印刷物の業者選定及び契約　　　　　　　　　　　　　 
・データ入力（委託及び直接入力） ・12月中旬に申告書発送
・窓口、電話対応 当該年度 ・1月～2月にデータ入力（委託及び直接入力及びeLTAXによる申告データの取り込み）
・研修会への参加 執行計画 ・2月末迄に課税台帳のチェック

(3)事業内容 内　　容 ・県調査事務（交付税、概要調書） ・3月上旬に当該年度の賦課が確定される

事業所 想定値 2,000当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 1,806

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市内で所有されている全償却資産を評価する 直接 償却資産の評価率 % 100 100

令和 2年度 市内で所有されている全償却資産を評価する 直接 償却資産の評価率 % 100

令和 3年度 市内で所有されている全償却資産を評価する 直接 償却資産の評価率 % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

印刷製本費 96 印刷製本費 86 80 印刷製本費 96 印刷製本費 96

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 96 合　　計 86 80 合　　計 96 合　　計 96
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 96 86 80 96 96

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8
正職員人件費 7,040 7,040 7,040 7,040 7,040

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,136 7,126 7,120 7,136 7,136
(11)単位費用

3.57千円／件 3.56千円／件 3.94
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方税法349条の2に定められた償却資産に対して固定資産税の評価を適正に行う必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

申告のあった償却資産について、延滞なく適正に評価を行うことができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法律で定められた業務であり、市が実施する。各事業所等か

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 らの申告書を基に適正な評価をし課税する。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申告された償却資産について、適正に課税することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,126 10 7,120 99.92
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.4

% 10万円 1.4 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も適正に評価を行い市の財源確保に努める。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 124 課コード 0204 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・課税課

個別事業 償却資産評価 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,126 千円 (うち人件費 7,040 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 申告により所有資産を正確に把握し、免税点以上の所有者に課税し、



より、地方税法及び条例・規則に基づいて適格に課税を行う。
施策目的・

(2)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的
展開方向

確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと
毎年1月1日を基準日として、市内にある土地・家屋/償却資産について、その所有者を納税義務者とし、評 ○納税義務者管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
価された価格を課税標準とし法令に基づき税を賦課する。 7月～2月・・・法務局からの登記情報通知による課税台帳への整理を行う。また、宛名・住所変更や相続人

当該年度 調査等は随時処理する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
執行計画 ○課税更正処理・・・課税したものに変更が生じた場合、４・７・１２・２月の4期に分けて更正処理を行

(3)事業内容 内　　容 う。(時によっては3月にもある。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○納税通知書の発送・・・3月から課税台帳に基づく賦課処理を行い、4月1日に納税通知書等を発送する。
納税義務者数 想定値 51,000当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 50,765

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 免税及び非課税を除いた全ての固定資産を適格に課税する。 直接 固定資産税・都市計画税の賦課割合 ％ 100 100

令和 2年度 免税及び非課税を除いた全ての固定資産を適格に課税する。 直接 固定資産税・都市計画税の賦課割合 ％ 100

令和 3年度 免税及び非課税を除いた全ての固定資産を適格に課税する。 直接 固定資産税・都市計画税の賦課割合 ％ 100

所有者及び納税義務者の特定と適切な管理に傾注する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

固定しおり、住所変更届出返信用封筒 321 固定しおり、住所変更届出返信用封筒 214 172 固定しおり、住所変更届出返信用封筒 214 固定しおり、住所変更届出返信用封筒 214
固定納税通知書年間郵送料 3,446 固定納税通知書年間郵送料 3,423 3,320 固定納税通知書年間郵送料 3,423 固定納税通知書年間郵送料 3,423
消耗品費 42 消耗品費 43 41 消耗品費 43 消耗品費 43
コピー機使用料 27 コピー機使用料 27 7 コピー機使用料 27 コピー機使用料 27
コピー機再リース料 2 コピー機リース料 12 9 コピー機リース料 12 コピー機リース料 12
評価システム研究センター会員負担金 90 評価システム研究センター会員負担金 90 90 評価システム研究センター会員負担金 90 評価システム研究センター会員負担金 90
県都市税務協議会負担金 11 県都市税務協議会負担金 11 11 県都市税務協議会負担金 11 県都市税務協議会負担金 11

実施内容 嘱託職員報酬 424 嘱託職員報酬 ２号嘱託職員０．２人 事務補助職員(経験11年)報酬０．２人 事務補助職員(経験12年)報酬０．２人
嘱託職員共済費 67 ２，２２８千円×０．２人 445 444 ２，１５６千円×０．２人 432 ２，１５６千円×０．２人 432

(8)施行事項
費　　用 臨時職員賃金 ０．２人 事務補助職員（経験１１年）共済費 69 事務補助職員（経験１２年）共済費 69

１，７５８千円×０．２人 352 340 事務補助職員 ０．２人 事務補助職員 ０．２人
嘱託職員共済費 69 63 １，７４８千円×０．２人 350 １，７４８千円×０．２人 350

事務補助職員共済費 55 事務補助職員共済費 55

予算(決算)額 合　　計 4,430 合　　計 4,686 4,497 合　　計 4,726 合　　計 4,726
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,430 4,686 4,497 4,726 4,726

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 2 1.8 1.8 2 2
正職員人件費 17,600 15,840 15,840 17,600 17,600

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 491 515 515 515 515
臨時職員賃金額 0 407 407 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 22,030 20,526 20,337 22,326 22,326
(11)単位費用

0.43千円／人 0.4千円／人 0.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方税法第342条第1項(固定資産所在市町村にて課税）で定められた固定資産に対して適正な賦課を行う。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法令に基づき適正に課税を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令の定めにより、市が行うこととされている。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

法令に基づき適正に課税を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 20,526 1,504 20,337 99.08
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.83

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.49

％ 10万円 0.49 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
法令に定められた手続きに従って業務を執行しており、固定資産税・都市計画税の問い合わせに関して納税に対する理解を得られるよう、分か
りやすく説明することや、未着納税通知書の送付先調査を徹底するなど、全ての賦課が納税に結び付くよう努力している。今後も現状どおりに
推進して行く。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 125 課コード 0204 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・課税課

個別事業 固定資産税・都市計画税賦課事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 20,581 千円 (うち人件費 15,840 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 20,526 千円 (うち人件費 15,840 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 固定資産評価額に



評価基礎資料作成）の構築や分筆、合筆等の登記
施策目的・

(2)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的 情報を基に現地調査を行う。
展開方向

確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと
土地の固定資産について、公正かつ均衡のとれた評価を行う。 土地の適正かつ均衡のとれた評価を行う。
（１）325箇所の標準宅地の選定、用途地域、状況類似地域等の見直しを行い、不動産鑑定評価に基づき、 （１）分筆・合筆・地目変更等の登記情報により、以下の評価見直しを行う。（通年）
新路線価格を決定する。（3年毎の評価替） 当該年度 ①新たな路線の設置②画地の見直し③所有権の移転④土地利用の変更
（２）登記情報（分筆、合筆等）により、新たな路線の設置・画地の見直し・所有者の決定等を行う。 執行計画 （２）地番図システムの更新（4～6月）

(3)事業内容 内　　容 （３）常に異動のある登記情報や土地利用の変更に対して、適正な土地評価となるよう現況調査を行う。 （３）価格形成要因の現況調査や不動産鑑定（時点修正）を行い、地価動向を反映した適正な路線価を決定
（４）土地固定資産税等の統計情報資料を作成する。 する。（7月～9月）

土地の利用変更（分合筆約1300筆）や所有権移転のあった土地の適正 想定値 1,300当該年度
評価率 単位 箇所

活動結果指標 実績値 1,300

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地価の動向や路線価を決定する地域要因等を調査し、その年度の土地評価を適正に行う。 直接 土地の利用変更（分合筆約1300筆）や所有権移転のあった土地の適正 % 100 100
評価率

令和 2年度 地価の動向や路線価を決定する地域要因等を調査し、その年度の土地評価を適正に行う。 直接 評価替えによる新路線価(約10,500本)の更新及び所有権移転(約5,000 % 100
筆)や評価異動のあった土地の適正評価率

令和 3年度 地価の動向や路線価を決定する地域要因等を調査し、その年度の土地評価を適正に行う。 直接 土地の利用変更（分合筆約1300筆）や所有権移転のあった土地の適正 % 100
評価率

・柏市や印西市との市境付近の価格バランス調整を行う。
(7)事業実施上の課題と対応 ・住宅用地の特例の認定にあたり、家屋調査担当と連携を図る。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

土地評価システム委託料 6,771 土地評価基礎資料作成委託料 5,763 5,763 土地評価基礎資料作成委託料 6,321 土地評価基礎資料作成委託料 6,321
地番図修正委託料 3,774 地番図修正委託料 3,550 3,399 地番図修正委託料 3,751 地番図修正委託料 3,751
不動産鑑定（時点修正）手数料 3,861 不動産鑑定（時点修正）手数料 3,861 3,861 不動産鑑定（時点修正）手数料 3,933 不動産鑑定（時点修正）手数料 3,933
消耗品 39 不動産鑑定（評価替本鑑定）手数料 20,476 20,338 航空写真撮影業務委託 7,381 消耗品 23
2号嘱託職員報酬 1,909 消耗品 23 11 消耗品 25 会計年度任用職員報酬1,920千円×1人 1,920
2号嘱託社会保険料 273 2号嘱託職員報酬1,935千円×1人 1,935 1,935 会計年度任用職員報酬1,860千円×1人 1,860 会計年度任用職員手当136千円×1人 136
2号嘱託雇用保険料 18 2号嘱託社会保険料291千円×1人 291 291 会計年度任用職員手当131千円×1人 131 会計年度任用職員社会保険料320千円×1 320

実施内容 地番図検索システム改修業務委託料 871 2号嘱託雇用保険料18千円×1人 18 18 会計年度任用職員社会保険料313千円×1 313
地番図検索用パソコン購入費 213 地番図検索システム改修 306 303

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 17,729 合　　計 36,223 35,919 合　　計 23,715 合　　計 16,404
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 17,729 36,223 35,919 23,715 16,404

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 2.88 2.96 2.96 2.88 2.88
正職員人件費 25,344 26,048 26,048 25,344 25,344

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,200 2,244 2,244 2,244 2,244
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 43,073 62,271 61,967 49,059 41,748
(11)単位費用

33.13千円／箇所 47.9千円／箇所 47.67
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

土地の評価を適正に行うためには、社会情勢の変化による地価動向を把握しつつ、現況調査を行い土地の利用状況に応じ ●①事前確認での想定どおり
た適正かつ公正な固定資産評価を行う必要があるため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

土地登記異動件数は概ね想定通りであった。土地評価については、土地評価作業で作成した資料を活用し、適正かつ公正
に評価を行ったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令に基づき、市が直接行う事業のため

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

執行計画通り業務が遂行できたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 62,271 △19,198 61,967 99.51
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

該当なし

△44.57

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 該当なし

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.16

% 10万円 0.16 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、市税収入を確保するための施策の実現に向けた重要な事業のため、現状通り推進することが必要である。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 128 課コード 0204 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・課税課

個別事業 土地の調査・評価 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 2.96 人）
(1)事業概要

(当　初) 62,271 千円 (うち人件費 26,048 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 土地評価を公正かつ公平に行うため、評価システム（土地



確保に努めます。
施策目的・

(2)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的 ・たばこ税の適正な課税を行い、自主財源の確保に努めます。
展開方向

確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと
○法人市民税申告書の発送　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○法人市民税申告書の発送（毎月中旬以降）、法人市民税申告書入力（通年）、法人市民税 設立届・異動
○法人市民税申告書の入力　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 届処理（通年）、法人市民税申告指導（随時）、法人市民税の賦課・調定（通年）、県税事務所　法人税額
○法人設立・異動処理　 当該年度 等通知書処理（通年）、○４月 ・５月　NPO法人の減免事務、○５月・１２月　法人市民税の県報告
○法人市民税申告指導（NPO法人の減免等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 執行計画 ○たばこ税の申告書受付・調定（毎月）

(3)事業内容 内　　容 ○法人市民税の賦課・調定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○法人市民税の県報告
○たばこ税の賦課・調定  適正課税件数／申告件数 想定値 100当該年度

単位 　％
活動結果指標 実績値 99.9

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 法人市民税及びたばこ税の適正な課税による財源の確保に努める。 直接 法人市民税の適正課税割合 　％ 100 100

令和 2年度 法人市民税及びたばこ税の適正な課税による財源の確保に努める。 直接 法人市民税の適正な課税割合    % 100

令和 3年度 法人市民税及びたばこ税の適正な課税による財源の確保に努める。 直接 法人市民税の適正課税割合    % 100

・我孫子市は超過税率を採用しているため、申告書の税率誤りの修正・チェックを必要とする。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 324 通信運搬費 324 324 通信運搬費 324 通信運搬費 324
印刷製本費 47 47

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 324 合　　計 371 371 合　　計 324 合　　計 324
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 324 371 371 324 324

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.6 0.6 0.6 1 1
正職員人件費 5,280 5,280 5,280 8,800 8,800

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,604 5,651 5,651 9,124 9,124
(11)単位費用

56.04千円／　％ 56.51千円／　％ 56.57
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方税法・我孫子市税条例で規定された事務である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法令に基づき適切な課税が行えた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 実施主体が市しかないため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(　％) 目標値(b)(　％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(　％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切な課税を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 99.9 99.9
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,651 △47 5,651 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.84

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.77

　％ 10万円 1.77 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
法令に基づき適正な課税を行っており、今後も現状どおり継続していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 131 課コード 0204 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・課税課

個別事業 法人市民税・たばこ税の賦課・調定 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,651 千円 (うち人件費 5,280 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 ・法人市民税の適正な課税を行い、自主財源の



となる税法改正内容を正確に市税条例
施策目的・

(2)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的 に反映させる。
展開方向

確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと
・県及び政策法務室との連絡調整　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・地方税法等の改正内容要旨を確認(課税標準額の特例、非課税措置、軽減税額の変更等）し、各担当に説
・法改正の情報収集　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 明する。　・千葉県による税制担当者会議への出席（市条例改正内容の説明）　・市税条例及び都市計画税
・改正条文に係る説明資料の作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当該年度 条例の改正条文・説明資料を作成し、議会に上程する。可決後に公布する。

執行計画
(3)事業内容 内　　容

納税義務者 想定値 51,000当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 50,765

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 期限内に改正内容をもれなく市税条例に反映させる。 直接 改正すべき事項の改正割合 % 100 100

令和 2年度 期限内に改正内容をもれなく市税条例に反映させる。 直接 改正すべき事項の改正割合 % 100

令和 3年度 期限内に改正内容をもれなく市税条例に反映させる。 直接 改正すべき事項の改正割合 % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

国の税制改正に伴う市税条例の改正作業 0 国の税制改正に伴う市税条例の改正作業 0 0 国の税制改正に伴う市税条例の改正作業 0 国の税制改正に伴う市税条例の改正作業 0
法令追録等 1,122 法令追録等 1,201 1,211 法令追録等 1,201 法令追録等 1,201
コピー機使用料 4 コピー機使用料 4 1 コピー機使用料 4 コピー機使用料 4
コピー機再リース料 1 コピー機リース料 3 3 コピー機リース料 3 コピー機リース料 3
消耗品費 4 消耗品 3 3 消耗品 3 消耗品 3

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,131 合　　計 1,211 1,218 合　　計 1,211 合　　計 1,211
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,131 1,211 1,218 1,211 1,211

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 3,520 3,520 3,520 3,520 3,520

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,651 4,731 4,738 4,731 4,731
(11)単位費用

0.09千円／人 0.09千円／人 0.09
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市税に対する市民の信頼性向上のためには、税関係法規の改正等を正確に市税条例に反映させる必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

国の制度改正に伴い、条例・規則の改正を行い課税に反映することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国の制度改正に伴い実施する事務事業であり、条例改正等の

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 手続き上、議会の承認手続きなど市が行う必要性がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

国の制度改正を反映した形で課税を行うことができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,731 △80 4,738 100.15
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.72

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.11

% 10万円 2.11 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
税制改正は毎年行われるため、公平で適正な賦課を行うために、今後も現状どおりに対応していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 132 課コード 0204 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・課税課

個別事業 税制改正事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,731 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 ○市民・法人・軽自動車・たばこ・固定資産・都市計画税の賦課根拠



公簿等の写しを個人情報の保護に配慮しつつ適格・迅速に発行する。
施策目的・

(2)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的
展開方向

確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと
市税に関する台帳等に基づき、オンラインにより本庁受付カウンターや各行政サービスセンターを含めて諸 祝・休日以外の通年
証明を発行する。また、郵送による証明書の発行及び手数料の集計・調定事務処理等を行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

証明書等発行件数 想定値 28,000当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 21,433

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 既存データで可能な限り証明する。 直接 証明請求者に対する証明書発行割合 % 100 100

令和 2年度 既存データで可能な限り証明する。 直接 証明請求者に対する証明書発行割合 % 100

令和 3年度 既存データで可能な限り証明する。 直接 証明請求者に対する証明書発行割合 % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

偽造防止用紙、住宅用家屋証明印刷 68 偽造防止用紙、住宅用家屋証明印刷 77 76 偽造防止用紙、住宅用家屋証明印刷 77 偽造防止用紙、住宅用家屋証明印刷 77
消耗品費 132 消耗品費 44 41 消耗品費 44 消耗品費 44
税証明郵送申請おつり用小為替手数料 5 税証明郵送申請おつり用小為替手数料 3 3 税証明郵送申請おつり用小為替手数料 3 税証明郵送申請おつり用小為替手数料 3
コピー機使用料 28 コピー機使用料 30 8 コピー機使用料 30 コピー機使用料 30
コピー機再リース料 2 コピー機リース料 15 11 コピー機リース料 15 コピー機リース料 15
嘱託職員報酬 1,276 嘱託職員報酬　２号嘱託０．６人 事務補助職員(経験11年)報酬０．６人 事務補助職員(経験12年)報酬０．６人
嘱託職員共済費 205 ２，２２８千円×０．６人 1,337 1,334 ２，１５６千円×０．６人 1,294 ２，１５６千円×０．６人 1,294

実施内容 嘱託職員共済費 208 189 事務補助職員（経験１１年）共済費 208 事務補助職員（経験１２年）共済費 208
臨時職員賃金　０．６人 事務補助職員報酬０．６人 事務補助職員報酬０．６人

(8)施行事項
費　　用 １，７５８千円×０．６人 1,054 1,017 １，７４８千円×０．６人 1,049 １，７４８千円×０．６人 1,049

事務補助職員共済費 165 事務補助職員共済費 165

予算(決算)額 合　　計 1,716 合　　計 2,768 2,679 合　　計 2,885 合　　計 2,885
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △5,784 △5,497 △5,027 △5,380 △5,380

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 7,500 □特会 ■受益 □基金 □その他 8,265 7,706 □特会 ■受益 □基金 □その他 8,265 □特会 ■受益 □基金 □その他 8,265
換算人数(人) 2.2 1.9 1.9 2.2 2.2
正職員人件費 19,360 16,720 16,720 19,360 19,360

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,481 1,546 1,546 1,481 1,481
臨時職員賃金額 0 1,219 1,219 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 21,076 19,488 19,399 22,245 22,245
(11)単位費用

0.75千円／件 0.7千円／件 0.91
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・固定資産税関係の証明については、地方税法第３８２条の３により交付。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ●①事前確認での想定どおり
・納税証明書は、全ての市税について地方税法第２０条の１０により交付｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・所得関係の証明、地図及び固定資産課税台帳等については、根拠を明示した法令の規定はないが、納税義務者から市長 ○要
   背景は？(事業の必要性) 名による発行が要求される。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

証明書交付申請について全て対応できた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 一部の証明については、法令で定められている。また、所得

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、課税、評価の各証明については、市が証明する必要がある
□その他 　促進された 。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

全ての申請に対応できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 19,488 1,588 19,399 99.54
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

7.53

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.51

% 10万円 0.52 101.96

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
現状においては、受理した申請について全て対応している。限られた人員で効率よく対応しており、今後も現状どおり対応していく必要がある
。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 133 課コード 0204 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・課税課

個別事業 税証明発行業務事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 19,653 千円 (うち人件費 16,720 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 19,488 千円 (うち人件費 16,720 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 請求者の必要とする証明書及び



策目的・
(2)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的

展開方向
確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと
○軽自動車の登録・廃車・変更の受付及び課税台帳の入力処理 ○４月～５月　軽自動車税納税通知書（年度当初課税分）発送事務
○軽自動車課税台帳の整備 ○４月～３月　軽自動車の登録・廃車・変更等の受付及び課税台帳の入力処理（通年）
○軽自動車税納税通知書の発送（５月当初及び例月処理分） 当該年度 ○４月～３月　課税台帳の更新・賦課・収納マスターの整備・調定及び調定額の変更（毎月）

執行計画 ○４月～３月　軽自動車の経年重課に関わるデータ入力処理　
(3)事業内容 内　　容

異動処理件数 想定値 10,000当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 10,113

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 軽自動車税の課税台帳管理・賦課・調定を適正に行い、自主財源（税収）の確保努める。 直接 課税客体に対して適性に課税した割合 ％ 100 100

令和 2年度 軽自動車税の課税台帳管理・賦課・調定を適正に行い、自主財源（税収）の確保努める。 直接 課税客体に対して適性に課税した割合 ％ 100

令和 3年度 軽自動車税の課税台帳管理・賦課・調定を適正に行い、自主財源（税収）の確保努める。 直接 課税客体に対して適性に課税した割合 ％ 100

軽四輪自動車の取得の増加に伴い登録、名義変更及び廃車などの異動処理件数も増加している。これへの対応として、嘱託職員
(7)事業実施上の課題と対応 を活用し課税の適正化を図っている。　平成２８年度から軽自動車の経年重課及び環境性能による軽課を行なうため、膨大なデ 代替案検討 ○有 ●無

ータ入力処理が必要となる。これへの対応として、嘱託職員（再任用職員）を増員し、対応する。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

軽自動車税しおり印刷 133 軽自動車税しおり印刷 262 204 軽自動車税しおり印刷 133 軽自動車税しおり印刷 133
軽自動車税申告事務委託費負担金 301 軽自動車税申告事務委託費負担金 306 273 軽自動車税申告事務委託費負担金 306 軽自動車税申告事務委託費負担金 306
軽自動車税納税通知書郵送料ほか 1,219 軽自動車税納税通知書郵送料ほか 1,261 1,223 軽自動車税納税通知書郵送料ほか 1,261 軽自動車税納税通知書郵送料ほか 1,261
コピー機再リース料 2 コピー機リース料 13 9 コピー機リース料 13 コピー機リース料 13
コピー機使用料 28 コピー機使用料 26 7 コピー機使用料 26 コピー機使用料 26
消耗品 42 消耗品 41 39 消耗品 41 消耗品 41
嘱託職員報酬 424 ナンバープレート作成委託料 314 303 申告電子データ負担金 190 申告電子データ負担金 196

実施内容 嘱託職員共済費 67 申告電子データ負担金 190 177 事務補助職員(経験11年)報酬０．２人 事務補助職員(経験12年)報酬０．２人
申告電子データ負担金 188 嘱託職員報酬　２号嘱託０．２人 ２，１５６千円×０．２人 432 ２，１５６千円×０．２人 432

(8)施行事項
費　　用 ２，２２８千円×０．２人 446 445 事務補助職員（経験１１年）共済費 69 事務補助職員（経験１２年）共済費 69

嘱託職員共済費 69 63 事務補助職員報酬０．２人 事務補助職員報酬０．２人
臨時職員賃金　０．２人 １，７４８千円×０．２人 350 １，７４８千円×０．２人 350
１，７５８千円×０．２人 352 340 事務補助職員共済費 55 事務補助職員共済費 55

予算(決算)額 合　　計 2,404 合　　計 3,280 3,083 合　　計 2,876 合　　計 2,882
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,404 3,280 3,083 2,876 2,882

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.9 1.5 1.5 1.9 1.9
正職員人件費 16,720 13,200 13,200 16,720 16,720

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 491 515 515 515 0
臨時職員賃金額 0 407 407 0 515

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 19,124 16,480 16,283 19,596 19,602
(11)単位費用

1.79千円／件 1.65千円／件 1.61
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方税法・我孫子市税条例で規定された事務である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法令に基づき適正に賦課事務を行う必要があり、そのとおり行うことができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令の定めにより、市が行うこととされている。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

法令に基づき適正な課税を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 16,480 2,644 16,283 98.8
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

13.83

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.61

％ 10万円 0.61 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
法令に定められた手続きに従い事務を遂行しており、今後も課税誤りが無いよう確認し進めていく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 134 課コード 0204 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・課税課

個別事業 軽自動車税の賦課・調定 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 16,535 千円 (うち人件費 13,200 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 16,480 千円 (うち人件費 13,200 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 軽自動車税の適正な課税
施



により税の適正な賦課を行う。
施策目的・

(2)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的
展開方向

確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと
○適正な賦課(地方税法第３４９条) ○家屋調査率及び評価率100％
情報の管理(建築情報、登記情報)、家屋調査・評価 (新築・増築・滅失)、税務通知処理、窓口(来庁者等) 新築・増築・滅失の家屋の調査及び評価(通年)
、県税事務所との調整、家屋評価システム・家屋台帳履歴管理システム運用事務、県調査事務（交付税・概 当該年度 研修会(初級研修５月・県１１月・東葛管内８月)
要調書） 執行計画 家屋評価・家屋台帳履歴管理システム運用事務(通年)

(3)事業内容 内　　容 税務通知処理(通年)
県税事務所との調整(通年)
新・増築家屋評価(予定) 想定値 700当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 811

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 新築家屋の調査及び評価 直接 家屋の調査及び評価の進捗率 % 100 100

令和 2年度 新築家屋の調査及び評価 直接 家屋の調査及び評価の進捗率 % 100

令和 3年度 新築家屋の調査及び評価 直接 家屋の調査及び評価の進捗率 % 100

適正な賦課のため、課税客体把握及び評価のために必要として3年置きに実施している航空写真図の活用を図る。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 71 消耗品費 67 64 消耗品費 67 消耗品費 67
報酬 4,082 ２号嘱託職員人件費（２名分） 5,013 4,926 ２号嘱託職員人件費（２名分） 5,013 ２号嘱託職員人件費（２名分） 5,013
共済費 662 通信運搬費 402 339 通信運搬費 402 通信運搬費 402
費用弁償 269 家屋評価ｼｽﾃﾑ・家屋台帳履歴管理ｼｽﾃﾑ賃 2,285 2,285 家屋評価ｼｽﾃﾑ・家屋台帳履歴管理ｼｽﾃﾑ賃 2,078 家屋評価ｼｽﾃﾑ・家屋台帳履歴管理ｼｽﾃﾑ賃 2,078
通信運搬費 402 家屋評価ｼｽﾃﾑ・家屋台帳履歴管理ｼｽﾃﾑ保 698 698 家屋評価ｼｽﾃﾑ・家屋台帳履歴管理ｼｽﾃﾑ保 704 家屋評価ｼｽﾃﾑ・家屋台帳履歴管理ｼｽﾃﾑ保 704
家屋評価ｼｽﾃﾑ・家屋台帳履歴管理ｼｽﾃﾑ賃 2,491 家屋評価ｼｽﾃﾑｻｰﾊﾞｰ入替に係る作業費 462 462 令和3年度評価替えに伴うｼｽﾃﾑ変更委託 495 495
家屋評価ｼｽﾃﾑ・家屋台帳履歴管理ｼｽﾃﾑ保 756 臨時職員人件費（配偶者同行休業代替） 1,124 940

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 8,733 合　　計 10,051 9,714 合　　計 8,759 合　　計 8,759
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 8,733 10,051 9,714 8,759 8,759

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 2.48 2.48 2.48 2.48 2.48
正職員人件費 21,824 21,824 21,824 21,824 21,824

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 5,013 5,029 5,029 5,029 5,029
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 30,557 31,875 31,538 30,583 30,583
(11)単位費用

43.65千円／件 45.54千円／件 38.89
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方税法第３４９条に定められた固定資産税の賦課を適正に行うための事業であり、市内全域に建てられた家屋の調査及 ●①事前確認での想定どおり
び評価を行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

適正な評価額を算定し、課税することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令で定められた業務のため、市が実施することとなる。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市内全域で新築、増築された家屋に対し適正な評価額を算定
□その他 　促進された し課税する。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市内全域で新築、増築された家屋に対し適正な評価額を算定し課税することがで
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

きた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 31,875 △1,318 31,538 98.94
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4.31

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.31

% 10万円 0.32 103.23

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も適正に評価を行い市の財源確保に努める。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 135 課コード 0204 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・課税課

個別事業 家屋の調査・評価 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 2.48 人）
(1)事業概要

(当　初) 30,751 千円 (うち人件費 21,824 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 31,875 千円 (うち人件費 21,824 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 家屋の調査及び評価をすること



同サービスの普及に伴う利用率の向上により行政における入力事務の自
施策目的・

(2)目的 ともに、電子サービスの利用の拡大や職員の情報通信技術の活用能力の向上などに取り組み、市民サービス 事業目的 動化・省力化、ペーパーレス化を図る。
展開方向

の向上や事務の効率化を図ります。また、サイバー攻撃や情報漏えいなどの脅威に対応するため、情報のセ
個人住民税（特別徴収）における給与支払報告書、特別徴収に係る給与所得者異動届、特別徴収への切替依 給与支払報告書及び法人市民税申告書、償却資産申告書の電子申告サービスを実施し、個人住民税、固定資
頼書や法人市民税における確定申告、中間申告及び修正申告等の地方税の申告等及び固定資産の償却資産の 産税の適正な賦課及び自主財源を確保するとともに、市民サービスの向上を図る。
申告をエルタックスを利用したデータ連携により行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

電子申告件数 想定値 12,400当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 14,508

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 給与支払報告書等の電子申告サービスを実施し、個人住民税及び固定資産税の適正な賦課及び自主財源を確保するとともに、市 直接 実施率 ％ 13 15
民サービスの向上を図る。

令和 2年度 給与支払報告書等の電子申告サービスを実施し、個人住民税及び固定資産税の適正な賦課及び自主財源を確保するとともに、市 直接 実施率 ％ 20
民サービスの向上を図る。

令和 3年度 給与支払報告書等の電子申告サービスを実施し、個人住民税及び固定資産税の適正な賦課及び自主財源を確保するとともに、市 直接 実施率 ％ 25
民サービスの向上を図る。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

電子申告ASPサービス利用料 350 ASPサービス利用料 410 410 ASPサービス利用料 415 ASPサービス利用料 415

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 350 合　　計 410 410 合　　計 415 合　　計 415
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 350 410 410 415 415

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.2 0.2
正職員人件費 2,640 2,640 2,640 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,990 3,050 3,050 2,175 2,175
(11)単位費用

0.27千円／件 0.25千円／件 0.21
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　電子申告は全国全ての自治体に導入されており、年々電子申告による申告数が伸びている。更に平成30年度税政改正に ●①事前確認での想定どおり
より資本金等の額が1億円を超える大法人において法人市民税の申告を電子で申告することが義務化されたため、今後申 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 告件数が増加することが見込まれる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) また、平成33年1月より給与支払報告書の電子による提出の義務化の対象が現在の前々年の給与支払報告書の提出枚数1,0 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

00枚から100枚に引き下げられるため、申告件数は大幅に増加することが見込めるため。 国・県の推進方針に従い、導入・運用しているもの

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国・県の推進方針に基づき全国的に導入され、運用されてい

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 るもの
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
13 15 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

国・県の指導に基づき運用を進めた
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 28 186.67
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,050 △60 3,050 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.01

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 平成30年度よりエルタックスを介し給与支払報告書の提

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 出、副本データの送信が可能となったことにより、電子

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.49 による取り扱いを行う事業者が増加したため。

％ 10万円 0.92 187.76

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も国・県の推進方針及び指導に基づき継続していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1969 課コード 0204 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 企画財政部・課税課

個別事業 電子申告サービス事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,055 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,050 千円 (うち人件費 2,640 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83204 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

日々進歩している情報通信技術を活用しながら、システムや情報通信機器の計画的な導入や更新を進めると 納税義務者における利便性の向上と


